
予算要求資料
令和2年度6月補正予算　　　支出科目　款：教育費　項：教育総務費　目：教育指導費
	事業名　新市町村立学校オンライン授業導入支援事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
教育委員会　教育研修課　情報研修係　電話番号：058-271-3457
 E-mail：c17781@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　補正要求額　127,000千円（現計予算額：    0千円）
＜財源内訳＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金
負担金
	使用料
手数料
	財　産　収　入
	寄附金
	その他
	県債
	一　般
財　源

	現　計
予算額
	   0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	補　正
要求額
	127,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	127,000

	決定額
	127,000
	127,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
令和２年５月１６日に緊急事態宣言は解除され、学校再開が進められているが、学校休業における児童生徒の学びの保障のための環境整備が十分ではない。
今後再び、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の危機が迫り、学校休業措置を余儀なくされたとき、家庭と市町村立学校を結ぶオンライン教育環境を整備しておくことにより、子どもたちと双方向性のある学びが可能となるとともに、ＧＩＧＡスクール端末を活用した先進的なＩＣＴ教育にもつながるため、県による市町村への支援が急務である。
（２）事業内容
市町村が行う、オンライン教育環境整備に必要なシステムや機器の調達経費に対して補助金を助成する。
○補助事業者　市町村、一部事務組合
○対象学校種　小学校・中学校・義務教育学校・高等学校・特別支援学校
○補助経費　　オンライン教育環境整備に必要なシステム等の導入費
ア）オンライン会議室ライセンス導入費
イ）オンライン会議室用専用ルータ導入費
ウ）データ保存用クラウド導入費
（３）県負担・補助率の考え方
○補助率 １／２
各学校において１学年ごとに１ライセンス（台）までとする。
ア）補助対象額上限50,000円×1/2= 25,000円/1ライセンス
イ）補助対象額上限38,000円×1/2= 19,000円/1台
ウ）補助対象額上限 4,000円×1/2=  2,000円/1ライセンス
（４）類似事業の有無
      無
３　事業費の積算内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額：千円）
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	127,000
	オンライン会議室ライセンス導入費支援、オンライン会議室専用ルータ導入支援、データ保存用クラウド導入支援

	合計
	127,000
	


	　決定額の考え方　
　財源については、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当します。



４　参考事項
（１）国・他県の状況
  【愛知県】【三重県】  類似事業の計画なし
（２）ＧＩＧＡスクール構想の実現の加速化(文科省令和元・２年度補正予算)
公立学校情報通信ネットワーク環境施設整備費補助金
対象：公立の小中高特支学校　算定割合：1/2
　　公立学校情報機器整備費補助金
（一人一台端末の早期実現）　対象：公立小中特支学校（上限4.5万円）
（家庭用ＬＴＥ環境整備支援）対象：小中特支学校（上限１万円）
（学校用カメラ・マイク整備支援）対象：小中高特支学校（上限3.5万円）
（ＧＩＧＡスクールサポータの配置）対象：公立小中高特支学校（定額）

県単独補助金事業評価調書
	■  新規要求事業

	□  継続要求事業


	補助事業名
	市町村立学校オンライン授業導入支援事業費補助金

	補助事業者（団体）
	市町村、一部事務組合
（理由）
市町村立学校のオンライン授業環境の整備のため。

	補助事業の概要
	（目的）感染症拡大防止や異常気象・天災のため学校休業となった場合の児童生徒の学び保障。
（内容）市町村立学校のオンライン授業環境整備に対し、補助を行う。

	補助率・補助単価等
	定額・定率・その他
（内容）1/2補助［ライセンス（台）ごとに上限額設定］
（理由）新型コロナウイルス感染症対策は喫緊であり、県による支援は妥当である。

	補助効果
	　市町村が設置する学校に対して行うオンライン授業環境整備について補助を行うことで、学校と家庭を結ぶ必要なシステム等の配備が見込まれるとともに、ＧＩＧＡスクール端末の家庭等での活用につながる。

	終期の設定
	令和２年度
（理由）県内すべての市町村、一部事務組合立学校に対し、今年度整備する。


（事業目標）
	・終期までに何をどのような状態にしたいのか
　全ての市町村立学校の各学年に1つ、新型コロナウイルス感染症対策や異常気象・天災時における学校休業時のオンライン授業の環境を整備し、ＩＣＴを利用した新しい形の、児童生徒の双方向の学びを実現する。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
(R1年度末)
	目標
(R2年度末)
	目標
(終期)

	①市町村立学校の新型コロナウイルス感染症対策オンライン教室数
	0
	2,761
	2,761


	
	H28年度
	H29年度
	H30年度
	R1年度
	R2年度
（要求）

	補助金交付実績
	千円
	千円
	千円
	(予算額)
千円
	(要求額)
千円

	指標①目標
	
	
	
	
	％

	指標①実績
	
	
	
	(推計値)

	(推計値)


	指標①達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
％
	(推計値)
％

	指標②目標
	
	
	
	
	

	指標②実績
	
	
	
	(推計値)

	(推計値)


	指標②達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
％
	(推計値)
％


（前年度の成果）
	


（今後の課題）
	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
本補助金の活用により、オンライン授業環境の整備を図っていくとともに、授業の実施に向け、操作マニュアルの提供や活用事例の共有といった運用支援を働きかける必要がある。


（事業の評価）
	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

	新型コロナウイルス感染症の感染拡大が小康状態となり、学校再開が進められているが、感染拡大の再発・再々発による学校再休業を余儀なくされる可能性が高く、児童生徒の学び保障のため、オンライン授業の環境整備が急務である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている
　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)
	


（事業の見直し検討）
	


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	


1

